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月額月額月額月額２２２２万円万円万円万円でででで経理経理経理経理・・・・経営企画経営企画経営企画経営企画・・・・財務研修財務研修財務研修財務研修がががが受受受受けけけけ放題放題放題放題
http://www.esnet.co.jp/esr/

�国税庁国税庁国税庁国税庁、「、「、「、「平成平成平成平成23232323年度年度年度年度（（（（第第第第61616161回回回回））））税理士試験出題税理士試験出題税理士試験出題税理士試験出題ののののポイントポイントポイントポイント」」」」をををを公表公表公表公表
10月3日、国税庁は、「平成23年度（第61回）税理士試験出題のポイント」を公表しました。詳細は、以下のURLを参照下さい。

http://www.nta.go.jp/sonota/zeirishi/zeirishishiken/point2011/index.htm

税務論点

ショート・コメント

先日の税理士試験の解説が公表されております。受験された方、翌年の受験を目指している方は一読してみては如何でしょうか。

�会計士協会会計士協会会計士協会会計士協会、、、、国際監査国際監査国際監査国際監査・・・・保証基準審議会保証基準審議会保証基準審議会保証基準審議会（（（（IAASBIAASBIAASBIAASB））））コンサルテーションコンサルテーションコンサルテーションコンサルテーション・・・・ペーパーペーパーペーパーペーパー「「「「監査報告監査報告監査報告監査報告のののの価値価値価値価値のののの強化強化強化強化：：：：変更変更変更変更へへへへ
のののの選択肢選択肢選択肢選択肢のののの模索模索模索模索」」」」にににに対対対対するするするする意見意見意見意見をををを公表公表公表公表

10月4日、会計士協会は、国際監査・保証基準審議会（IAASB）コンサルテーション・ペーパー「監査報告の価値の強化：変更への選択肢の

模索」に対する意見を公表しました。詳細は、以下のURLを参照下さい。http://www.hp.jicpa.or.jp/specialized_field/iaasb_7.html

監査論点

ショート・コメント

質問項目は19件あり、監査に対する期待ギャップの問題、二重責任の原則等につきコメントしております。全体的に全般的な観点から

の質問・コメントとなっております。

�金融庁金融庁金融庁金融庁、「、「、「、「株式会社株式会社株式会社株式会社ディーディーディーディー・・・・ディーディーディーディー・・・・エスエスエスエスにににに係係係係るるるる有価証券報告書等有価証券報告書等有価証券報告書等有価証券報告書等のののの虚偽記載虚偽記載虚偽記載虚偽記載にににに対対対対するするするする課徴金納付命令課徴金納付命令課徴金納付命令課徴金納付命令のののの決定決定決定決定についについについについ
てててて」」」」公表公表公表公表

10月3日、金融庁は、「株式会社ディー・ディー・エスに係る有価証券報告書等の虚偽記載に対する課徴金納付命令の決定について」を公表

しました。詳細は、以下のURLを参照下さい。http://www.fsa.go.jp/news/23/syouken/20111003-1.html

会計論点

ショート・コメント

納付すべき課徴金の額は3,330万円とのことです。昨今、有価証券報告書の訂正報告の事例も散見されますし、開示情報には細心の注

意を払う必要があります。
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